
～企業向け～ 

 

文系人材の高度化の潮流 

国家公務員試験は 

すでにシフト済み 

企業として対応は急務！ 
 

平成 24年度から国家公務員試験が改革さ

れ、総合職に「法務区分」「大学院卒」レベルが設

けられています。（平成２８年８月現在） 

 

○「法務区分」 

司法試験合格後に採用し、司法修習に行かな

いことも想定されている採用枠。 

○大学院卒レベル 

司法試験に合格していない法科大学院修了生

も主要ターゲットとされている採用枠。 

 

企業での積極的な採用が進まないいま、公務

員に進路変更する修了者も。法科大学院修了

者の積極採用を進めている企業との間で文系人

材の質に大きな差がつきつつあります。 

 

喫緊の課題であり、既定路線の［文系人

材の高度化］教育コストを削減でき、将来有

望な技能とマインドを身につけた法科大学院

修了者は企業のニーズに対応します。 

 

法科大学院協会修了生職域委員会 

http://lskyokai.jp/ 

〒103-0025   

東京都中央区日本橋茅場町 3-9-10 

公益社団法人 商事法務研究会 内   

法科大学院協会事務局  

電話: 03-5614-5654  

E-mail: jals@ab.inbox.ne.jp  

グローバルな競争に効果的に対応

するには、法務専門職の人材強化が

不可欠となっています。 

 

海外の企業はロースクールや高度

な教育を受けた人材や有資格者を

組織の内部に取り込んで、契約交渉

からトラブル対応に至るまで、日常的

な業務を幅広く取り扱っています。 

幅広い法的基礎知識と実務を学んだ 

法科大学院修了者は 

！！使える！！ 

グローバルな競争激化で 

高度な法律知識、コンプライアンス 

が求められる企業法務 

法科大学院協会修了生職域委員会 



 

○司法修習修了者 
＝＞弁護士会に登録させ、企業内弁護士とする
ことで、法務のスペシャリストとしての活躍が期待
できます。もちろん、法務以外の部門やプロジェ
クトを経験させることで、企業全体の法務戦略
やコンプライアンスの充実を図ることができます。 

 

○司法試験合格者 
＝＞企業法務７年の経験と所定の研修により弁
護士として登録できるので、将来の企業内弁護
士としての活躍を期待して活用することが考えら
れます。 

 

○法科大学院修了生 
＝＞法務のスペシャリストとしてだけではなく、本人
の適性や企業のニーズに応じて、様々な部門で
の活躍を期待できます。高度なレベルでの学修
経験と現場での経験やさらなる研鑽により、企
業の様々な部門を活性化する人材として、ま
た、企業全体の基盤となる人材として期待でき
ます。 

 
 
 
 
法科大学院修了者を採用した経験のある企業

の多くが、今後も採用したいと考えています。 
 
採用経験のある企業では、当初から法的リサー

チ能力や問題発見能力が高い点はもちろん、実
務の現場で、短期間で経験のある担当者にキャッ
チアップすると評価されています。 

 

企業の文系人材の高度化 

法科大学院修了者の採用による推進を 

 
 
▽企業での活躍を望む修了者が多数いま
す。 
法科大学院志願者には、法科大学院が従

来の法曹だけではなく、当初から企業や行政
で活躍したいという者が着実に増えています。 
 

 
▽多様な人材がいます。 
法科大学院は、20％以上を目途に社会

人・他学部出身者など多様な人材を受け入
れることを目指すこととされています。法科大学
院修了者には、法律以外の専門を身につけて
いる人材、経験を有する人材も含まれていま
す。 
 

 
▽勉強してきた幅と質がちがいます。 
法科大学院の修了者（法務博士）は、

司法試験の合格を目指して、法律基本科目
7科目（憲法・行政法・民法・商法・民事訴
訟法・刑事訴訟法）に加え、司法試験の選
択科目 1科目（労働法・倒産法・知的財産
法ほか）を、徹底して勉強しています。 

 
法科大学院では「厳格な成績評価と修了

判定」を行っており、法科大学院修了者は、
司法試験の合否に関わらず、高度なレベルの
学修経験を持っています。 

For information on open 
positions or to submit your 
resume, please visit our Web 
site at: 

www.lucernepublishing.com 

・◈・法科大学院修了者活用法・◈・ 

 

 

○法科大学院では、企業に有用な入試

やカリキュラムを実施しているケースも！  

 

▽英語力の重視 
・高度の英語力を有する受験生に、優先枠を
設けている法科大学院があります。  

・ほとんどの法科大学院が、入試で、高度な英
語力を有する受験生を有利に扱う配点を
行っています。  

・海外留学（主としてアメリカのロースクール）
を制度化している法科大学院があります。  

・英語で実施する科目を導入している法科大
学院があります。  

 

▽企業法務の実務を想定した科目の開講 
・企業法務の実務を想定した科目を開講して
いる法科大学院があります。そこでは、企業
内弁護士や法務部門としての対応を想定
した問題設定での授業が展開されていま
す。 

・企業取引を前提とした契約実務、ビジネス交
渉、国際取引の実務などの科目を開講して
いる法科大学院が多数あります。 

・ガバナンスの課題からファイナンス、Ｍ＆Ａに
関する近時の動向を、会社法を中心とする
必修科目の中で勉強しています。 

 

○法科大学院生の企業志願者の増加 

 法科大学院の学生の将来像として、企業内弁

護士や企業内での活動を志望するものが増えてい

ます。積極的に企業に働きかける学生も増加してい

ます。 


